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はじめに
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◼ 2050年カーボンニュートラル社会の実現に向け
て、エネルギー供給構造の転換、企業・産業の

脱炭素化、および資源循環を前提としたバ
リューチェーンの再構築が求められている。

◼ デロイトトーマツでは、グリーン・トランスフォーメー

ション（GX）を「カーボンニュートラルと経済成
長、その手段としての資源循環を同時達成し、

環境負荷を最小化した世界に変えていくこと」

と定義し、企業変革支援と、新技術や産業

間連携を起点とした新産業形成に、グループ
の総合力を結集して取り組んでいる。

◼ また、政府が策定した「グリーン成長戦略」で

言及されたとおり、カーボンニュートラルの推進を

支えるのは強靱なデジタルインフラであり、グ

リーンとデジタルは両輪といえる。エネルギーのデ

ジタル制御だけでなく、各企業の取組みを連

携させ、産業・社会の全体最適を図るうえでも

デジタル技術を最大限活用することが期待さ
れている。

◼ この変化を捉え、デロイトトーマツでは、

Digital/Technology戦略の一環として、従来の
コンサルティングにデジタルアセットを組み合わ
せることによって、Asset Enabled Business
（AEB）と称する新たなコンサルティングサービ
スを展開している【図1】。

◼ 特にGX領域においては、以下のようなニーズを
想定したソリューションの提供を進めている

【図2】。

➢ 内部環境×現状：GXに関連する自社の
現状把握をDXを通じて自動化・効率化し、
経営戦略の策定に活用

➢ 外部環境×現状：刻一刻と変わるGX領
域の情報収集をICTやAIを通じて自動化・
効率化し、事業戦略に活用

➢ 外部環境×将来：複雑化するGXを取り
巻く将来像を高度なモデリング手法やICT
技術を通じて可視化

グリーン・トランスフォーメーションとAsset Enabled Business（AEB）

従来のプロフェッショナル

サービス

Digital Asset Asset-enabled Business

×
SolutionsProducts

Tools and
Accelerators

SolutionsProducts

Tools and
Accelerators

図1：Asset Enabled Businessの推進



Strategy

M&A Human Capital

New Business

Integration Service Government

Energy

◼ Startup Compass

◼ TechHarbor and Govt DB

◼ 電力経済性分析

ソリューション

◼ Napier

◼ Climate Metrics

◼ Ketsudan Cloud

◼ Global Trade Optimization

◼ Trade Compass

◼ Smart Survey

◼ 役員報酬サーベイ

◼ Talent Matching

◼ ADXO人材育成PF

◼ WellMe

図2：主なDigital Asset

主な

デジタル

アセット
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1 2 3Scope1削減に利用 Scope2削減に利用 再エネ電源投資・開発に利用Scope3削減に利用 再

◼ 脱炭素に向けた取組は、PDCAサイクルを回し
ながら着実に進めていく必要がある。

➢ Plan：可視化した排出量や最新技術動
向を基に、個々のクライアントに合った最適
な脱炭素戦略を立案する。

➢ Do：戦略実行にあたって、提携・M&A対
象企業や、調達する再エネ発電所等をバ

イネームで抽出し、技術導入や再エネ電力
の調達スキーム構築を進める。

➢ Check：実行した戦略の効果を可視化し、
レポートにまとめる。

➢ Action：可視化した排出量削減効果や
世界の脱炭素トレンドと比較しながら、戦
略を見直す。

◼ DTCではクライアントがPlan、Do、Check、
Actionの各シーンで直面する課題を解決するた
めのAEBを用意し、これまでにない切り口やス
ピード感でのコンサルティングサービスを提供する。

➢ 下図にDTCが用意するAEBアセットと、各ア
セットの利用シーンと解決する課題について
記載する。

➢ 多様なシーン・課題に対してアセットを用意

しており、クライアントの個別の課題に対し
てサポートが可能である。

各アセットの対象領域

アセット名 機能概要 Plan Do Check Action

Multi-regional 

transmission 

model 

（旧D-TIMES）

• カーボンニュートラルに向けた

エネルギーシステム（電源

構成や投資額）等の分析

• 国内の電力市場価格推計

電源等のエネルギー

機器に係る事業

戦略策定

電源等のエネル

ギー機器に係る

事業性評価

Climate 

Metrics

• 気候変動シナリオのトレンド

の把握とモニタリング

• TCFDレポートの作成

TCFD目標の
設定

TCFDレポートの
作成

TCFDの目標の見
直し

GHG排出量

可視化/管理

プラットフォーム

• 現状の自社のGHG排出量
把握

• 企業活動の目標を鑑みた

将来のGHG排出量の把握

脱炭素目標の設定

各脱炭素施策の

効果確認レポート

の作成

脱炭素目標の見

直し

電力経済性分析

ソリューション

• 顧客の情報に合わせて、将

来の投資電源の採算性を

メリットオーダーから検討

顧客が考えている投

資対象電源の採算

性を分析

Renewable 

Energy Platform

• PVのセカンダリ市場案件を
登録し、公開可能

セカンダリPVの
販売・購入

Napier

• 特定の領域における技術ト

レンドや他社動向をモニタリ

ング

必要な技術の

獲得戦略策定

技術提携や

M&Aの対象と
する企業の選定

技術獲得戦略の

見直し

再2

1 2 3

1 2 3

再2

1 2 3

再2

再2

1 2 3

1 2 3 1 2 3

1 2 31 2 3

1 2 3
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想定企業①

◼ 将来的には地元企業と一体となったCO2排出
量取引や技術導入により、地域全体での脱炭

素を進めたいと考えている

想定企業②
◼ 再エネ調達を進めたいが、調達先や調達方法

について知見がない

想定企業③
◼ 国内製造における排出量削減はもとより、海外

拠点の排出量管理にも課題を感じている

想定企業④
◼ 足元の案件開発に力を入れたいが、売電単価

を論理的に設定し、正確な事業性評価をしたい

Scope1の化石燃料の利用によ
る排出量が多い企業

Scope2の電力消費による排出
量が多い企業

Scope3の原料調達に必要な
輸送による排出量削減に苦慮

する企業

再エネ電源の開発を進めている

事業社

企業の代表例企業の概要

火力発電・化学・

鉄鋼・セメント等

データセンター・通信・

鉄道・不動産等

製造業等

再エネ事業者・

投資家

顧客の課題

◼ 具体的なアセットの利用イメージをつかんでもら
うため、Scope1・2・3の削減を目指す企業＋
再エネ電源開発を進める事業者をモデルケー
スとし、AEBアセット活用イメージを記載する

➢ 脱炭素では、Scope1（自社での燃料
の仕様や工業プロセスによる直接排出
での温室効果ガス排出量）、Scope2
（他社から供給された電気、熱、蒸気

の使用による間接排出での温室効果
ガス排出量）、Scope3（事業者の活
動に関連する他社の温室効果ガス排
出量）の削減が求められる。

➢ 以下に示す通り、Scope1～3の排出量
は各企業の事業形態により差があり、
解決すべき課題が異なる。

➢ 特に多くの企業でScope2の電気の排
出量削減が必要であり、その有効な削

減策である再エネの電源開発について
も、多くの企業が参入を検討している。

➢ 以降では、Scope1～3の排出量削減を
目指す企業や再エネ投資を進める事
業者を対象に、PDCAサイクルの中で解
決すべき課題と具体的に適用するア
セットを紐づけて示す。

モデルケース
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◼ Scope1の削減を目指す企業では、主に自社
で化石燃料を使って生成した熱や蒸気由来の
温室効果ガス排出量を削減する必要がある。

◼ Planの段階では、削減目標と削減量を把握し
た上で、具体的な削減策の検討が必要である。

➢ 削減目標についてはClimate Metricsを
用いることで、世界のトレンドから準拠す
べきTCFDシナリオを明確にできる。

➢ GHG排出量可視化/管理プラットォーム
を用いることで、自社の事業活動の目
標を基に、現在～将来にわたってのCO2
排出量を可視化でき、必要な削減量
を明確にできる。

➢ 削減量を明確にした後は、具体的な削
減策立案が必要となる。

➢ Scope1を削減したい企業群では、例え
ば必要な熱や蒸気の量を減らす技術の
導入を進めることが対策となる。

具体的に導入すべき技術の最新動向

や、その技術を所有する企業について、
Napierにより抽出することが可能である。

➢ 場合によっては、CCUS等、地域の他企
業と共同利用を前提として、技術導入

をするケースもある。その場合、地域の

脱炭素の絵姿について、電源構成も含

めた検討が必要となる可能性がある。
電力経済性分析ソリューションでは地

域の絵姿を、クライアントと会話しながら

様々なケースを想定してクイックに作成
可能である。

➢ これらの情報を基に、削減計画やロード

マップをコンサルタントと共に作成するこ
とも可能である。

◼ Doの段階では、必要なケイパビリティを持つ企
業との提携・M&Aや、導入にあっっての地域企
業との連携が必要となる。

➢ 技術提携やM&Aについては、座組の組
成等をコンサルタントが支援可能である。

◼ Checkの段階では、効果のレポートを作成する
必要がある。

➢ GHG排出量可視化/管理プラットフォー
ムで、レポート作成を補助できる。

◼ Actionでは、戦略の見直しが必要となる

➢ GHG排出量可視化/管理プラットフォー
ムからのレポートやClimate Metricsから
の最新トレンドを基に、戦略の修正を進
めることが可能である。

想定企業① Scope1にあたる、化石燃料の利用による排出量が多い企業

将来的には地元企業と一体となったCO2排出量取引や技術導入により、地域全体での脱炭素を進めたいと考えている

脱炭素に至るまでのアクション 課題 DTCができる支援利用アセット

PLAN

DO

CHECK

ACTION

方針策定

戦略立案

ロードマップ

作成

実行支援

内部環境

外部環境

目標設定

地域のTo 
Be像作成

技術獲得

戦略検討

ロードマップ
作成

技術提携・
M&A実行

地元との

連携

効果のレ
ポート作成

方針・戦略
見直し

現状の排出量がわからない

1.5/2/4℃シナリオのどれに対応すれば
よいかわからない

いつまでにどの程度排出量を削減

すればよいかわからない

地域の協力を得たいが、電源構成や

技術導入後の絵姿が描けない

内製・M&A・提携等のどの方法で
技術を獲得すべきかわからない

地元企業との交渉や技術導入のタスク
がわからず、ロードマップを作れない

技術提携やM&Aをやったことがなく、
何から始めていいかわからない

自治体や地元企業との交渉に不慣れ

実行した施策の効果のレポート作成

業務を簡略化したい

直近のトレンドや施策の効果を

見て、再度方針や戦略を見直したい

✓ 現状～将来の排出量を可視化

✓ 世界のトレンドを把握

✓ コンサルタントが必要な削減量を算出

✓ 顧客が考えている投資対象電源の

採算性を分析

✓ 技術トレンド・他社の投資/開発状況
を基に最適な方法をご提案

✓ コンサルタントがタスクの棚卸～ロード
マップ作成を伴走支援

✓ M&Aや組織開発の専門コンサル
タントが伴走支援

✓ 自治体支援や地域活性化の専門

コンサルタントが伴走支援

✓ レポート作成を自動化

✓ Climate Metricsでのトレンド把握を
基に、コンサルタントが伴走支援

効果測定

改善方法
の検討

GHG排出量可視化/
管理プラットフォーム

Climate Metrics

電力経済性分析

ソリューション

ー

Napier

ー

ー

ー

GHG排出量可視化/
管理プラットフォーム

Climate Metrics等
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ACTION

◼ Scope2の削減を目指す企業は、他社から供
給された電気、熱、蒸気の使用による間接排

出での温室効果ガス削減を目指す。ここでは

電気由来の間接排出削減を目指すケースにつ
いて記載する。

◼ Planの段階では、 Scope1同様、削減目標や
削減量を検討した後、導入する技術等につい
て検討が必要である。

➢ 削減目標や削減量は、Scope1同様、
GHG排出量可視化/管理プラットフォー
ムやClimate Metricsを利用できる。

➢ 戦略策定においては、再エネ調達戦略

と省エネ戦略が必要となる。再エネ調
達戦略では、Multi-regional 
transmission model（旧D-Times）に
より将来の再エネ導入目標から逆算し

て各種電源の導入が進む時期と採算

性のシミュレーションが可能である。この

結果を参照しながら、電源種別の調達
時期を検討することができる。

➢ 省エネ戦略では、Napierにて技術トレン
ドを把握し、提携すべき企業を抽出でき
る。

◼ Doの段階では、省エネ技術を持つ企業との技
術提携やM&A、再エネ調達スキームの構築が
必要である。

➢ 省エネ技術の導入においては、工程管
理等が必要となる。DTCではPMO支援
も可能である。

➢ 再エネの調達では、調達すべき電源種

が決まっても、具体的な発電所や企業
をバイネームで上げることが難しい。DTC
ではPVのセカンダリ案件を取りまとめた

Renewable Energy Platformを提供して
いる。これにより、購入可能なPVのセカ
ンダリ案件を検索できる。

◼ CheckやActionの段階では、Scope1同様に、
GHG排出量可視化/管理プラットフォームや
Climate Metricsを用いたレポート作成や戦略
の見直しを支援できる。

想定企業② Scope2にあたる、電力消費による排出量が多い企業

再エネ調達を進めたいが、調達先や調達方法について知見がない

脱炭素に至るまでのアクション 課題 DTCができる支援利用アセット

PLAN

DO

CHECK

方針策定

戦略策定

ロードマップ

作成

実行支援

内部環境

外部環境

目標設定

再エネ調達
戦略

ロードマップ
作成

省エネ技術
導入支援

再エネの

確保

小売事業
者選定

効果のレ
ポート作成

方針・戦略
見直し

現状の排出量がわからない

1.5/2/4℃シナリオのどれに対応すれば
よいかわからない

証書・再エネ調達の比率を決められない

どの時期にどの電源種から再エネを

調達すべきかわからない

再エネ調達・省エネ技術導入の

ロードマップを作成できない

技術導入に必要となる、複雑な

タスク管理ができない

調達する電源種について、交渉すべき

具体的な発電所や企業がわからない

再エネ調達を媒介する小売事業者を

どこにすべきかわからない

実行した施策の効果の

レポート作成業務を簡略化したい

直近のトレンドや施策の効果を見て、

再度方針や戦略を見直したい

✓ 現状～将来の排出量を可視化

✓ 世界のトレンドを把握

✓ 準拠するシナリオに応じて、コンサルタ
ントが2050年までの方針をご提案

✓ 各電源種の導入が進む時期を想定
し、調達時期を検討

✓ コンサルタントがタスクの棚卸～ロード
マップ作成を伴走支援

✓ コンサルタントがPMOとして伴走支援

✓ PVのセカンダリ案件を検索
✓ 他電源は弊社クライアントをご紹介

✓ 過去のナレッジや弊社リレーションを

基にコンサルタントがご支援

✓ レポート作成を自動化

✓ シナリオトレンド把握や将来の想定

電源構成を基にコンサルタントが支援

効果測定

改善方法
の検討

GHG排出量可視化/
管理プラットフォーム

Climate Metrics

ー

Multi-regional transmission 
model（旧D-Times）

ー

ー

Renewable Energy Platform

ー

GHG排出量可視化/
管理プラットフォーム

Multi-regional transmission 
model・Climate Metrics等

省エネ戦略 導入すべき省エネ技術がわからない
✓ 技術トレンドを把握し、提携すべき

企業を抽出
Napier

再エネ調達

スキーム

選定した電源・小売事業者との交渉や

座組をうまく組めない
✓ 関係各社の要望整理や交渉、座組

組成をコンサルタントが伴走支援
ー
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ACTION

◼ Scope3の削減を目指す企業は、事業者の活
動に関連する他社のCO2排出量を削減する。

➢ Scope3の削減では、他社の排出削減
を促す他、それらの排出量を管理するこ
とが重要となる。

➢ そのため、Scope1、2同様、GHG排出量
可視化/管理プラットフォームの活用が
可能である。

➢ また、海外での排出量管理の場合、同

プラットフォームの導入も検討可能だが、

国によってはその国特有の管理基準に

合ったプラットフォームの導入が必要とな
る可能性がある。その場合、Napierや
社内の知見を活かし、排出量管理プ

ラットフォームを提供するその国の企業の
探索も可能である。

想定企業③ Scope3にあたる、原料調達に必要な輸送による排出量削減に苦慮する企業

国内製造における排出量削減に加え、海外拠点の排出量管理にも課題を感じている

脱炭素に至るまでのアクション 課題 DTCができる支援利用アセット

PLAN

DO

CHECK

方針策定

戦略策定

ロードマップ

作成

実行支援

内部環境

外部環境

目標設定

国内削減
戦略

ロードマップ
作成

管理ツール
導入支援

効果のレ
ポート作成

方針・戦略
見直し

国内拠点の現状の排出量がわからない

海外拠点における排出量管理の状況

がわからない

排出量削減の目標値を設定できない

いつまでにどの技術を導入

すべきかわからない

排出量管理技術・アセットの導入時期に
ついて、ロードマップの作成が困難

排出量管理ツールの導入が難しい

実行した施策の効果のレポート作成

業務を簡略化したい

直近のトレンドや施策の効果を

見て、再度方針や戦略を見直したい

✓ 現状～将来の排出量を可視化

✓ コンサルタントが調査

✓ 気候トレンドからシナリオを選定

✓ 2050年までの方針策定を支援

✓ 脱炭素関連の技術動向や普及予測
を基に、導入計画を提案

✓ コンサルタントがタスクの棚卸～ロード
マップ作成を伴走支援

✓ コンサルタントがPMOとして伴走支援

✓ レポート作成を自動化

✓ 収集した排出量データ分析～戦略

策定をコンサルタントが伴走支援

効果測定

改善方法
の検討

GHG排出量可視化/
管理プラットフォーム

ー

Climate Metrics

ー

ー

ー

GHG排出量可視化/
管理プラットフォーム

ー

海外削減

戦略

海外の事情に合わせた排出量管理が

可能なプラットフォームがわからない

✓ 海外固有要件には、Napierで対応
可能なスタートアップを紹介

Napier
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◼ 脱炭素に向けては、再エネ電源の開発も重要
である。

◼ DTCでは再エネ電源の開発を進める事業者へ
の支援も進めている。

➢ Scope2で紹介したRenewable Energy 
PlatformにPVのセカンダリ案件を登録す
ることで、購入者の目にとまり販売に結
び付く可能性があがる。

➢ 開発する案件の事業性評価についても

可能な限り論理的な評価が必要とな

る。推計では、特に売電価格の妥当性
が重要となる。DTCではMulti-regional 
transmission model（旧D-Times）を
使うことで、将来の国の再エネ導入目

標等から電源構成の推移を逆算し、売
電単価の推移を推計することができる。

想定企業④ 再エネ電源の開発を進めている事業者

足元の案件開発に力を入れたい一方、売電単価を論理的に設定した、正確な事業性評価も必要と感じている

電源開発に必要なアクション 課題 DTCができる支援利用アセット

電源

開発

小売

提携

事業性

評価

新規開発

セカンダリ

開発

需要家の

開発

提携する

小売選定

評価シート
の作成

座組の

検討

組織の

立ち上げ

電源を新設できる場所が見つからない

セカンダリで売りに出ている案件が

わからない

どのようなセグメントの需要家に再エネ

を販売すればよいかわからない

再エネ電力売電を媒介する小売事業者
をどこにすればよいかわからない

必要な費目を棚卸し、正確な事業性

評価をしたい

関係各社を巻き込んで、どのような

座組を組めばいいのかわからない

検討した座組を基に、組織（SPC等）を
立ち上げたいが、進め方がわからない

✓ ー

✓ PVのセカンダリ案件を検索
✓ 他電源は弊社クライアントをご紹介

✓ コンサルタントが需要家の知見を活か
しご提案

✓ 過去のナレッジや弊社リレーションを

基にご支援

✓ 費目の整理や具体的な数値の調査
を基に、コンサルタントが評価を支援

✓ 関係各社の要望整理や交渉、座組
組成をコンサルタントが伴走支援

✓ コンサルタントがPMOとして伴走支援

必要な

組織の

立ち上げ

ー

Renewable Energy Platform

ー

ー

ー

ー

ー

電力単価

推計
将来の電力単価を推計したい

✓ 将来の電源構成を想定してのJEPX
価格推計値を用いて売価を設定

Multi-regional transmission 
model（旧D-Times）

案件

生成

事業性

評価

スキーム
の構築

売電先

開発

ー ー ✓ ーー ー運用
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11

機能概要・特徴

◼ IEA（国際エネルギー機関）が提供するシミュ
レーション開発環境TIMES（The Integrated 
MARKAL-EFOM System）に、日本国内の再
エネポテンシャルや電力系統等の地理情報、

新規技術の特性等を詳細な情報を入力した
デロイト独自のMulti-regional transmission 
model （旧D-TIMES）を構築し、将来の電源
構成、エネルギーコスト、水素・電気自動車・

蓄電池等の次世代エネルギーインフラを含めた
長期的（2050年頃）なエネルギー需給構造
を定量的に分析することができる

◼ 国内のエネルギー需給構造だけでなく、世界全

体を対象とするグローバルモデルの開発や応用
一般均衡（CGE）モデルとの接合による経済
影響評価を含めた多面的な分析も行っている

【図3】

適合する主なコンサルティングニーズ

◼ 官公庁：2050年カーボンニュートラルに向けた
国内全体の影響や、自治体のスマートシティ計

画策定における将来のエネルギー像の検討に
おいて、定量的な予測・分析を行いたい

➢ カーボンニュートラル社会に向けたシナリ

オ分析に関する発表（経済産業省・
基本政策分科会・第44回会合）

➢ 電力コストの変化とそれに伴う経済影

響に関する発表（経済産業省・基本
政策分科会・第50回会合）

◼ 民間企業：自社の前提条件や事業環境に

沿った、再生可能エネルギー、水素、電気自

動車、蓄電池等の次世代エネルギーインフラに

対する必要導入量やエネルギー価格等に係る
定量的な予測・分析を行いたい

アセットの構造

◼ エネルギー転換から輸送、最終エネルギー需要

までの技術を対象とし、線形計画法に基づき、
所与とするエネルギー需要やCO2削減等の各
種制約を満たしつつ、発電設備や需給調整

（系統増強、蓄電池、水素、揚水）等を含

むエネルギーシステムをコスト最小化の観点で
最適化計算を行う

◼ 主なインプット：部門別エネルギー需要・人口

見通し、再エネポテンシャル、各電源の立地情

報・コスト等、系統情報（整備状況、増強コ

スト等）、蓄エネ技術（蓄電池・水素コスト、
揚水発電所等）、CCS年間貯留量・コスト等

アウトプットイメージ

◼ 2025～2050年頃までの時間軸で、以下の情
報をアウトプットすることが可能

◼ 電源構成（GW・TWh）、年間GHG排出量、
電力単価・電源別投資コスト、系統増強量・

投資コスト、蓄電技術容量・投資コスト、削減
目標達成に必要な炭素価格

Multi-regional transmission model （旧D-TIMES）

モ
デ
ル
イ
メ
ー
ジ

主
な
提
供
サ
ー
ビ
ス

◼ 年度別の国際間のエネルギーの流れ

➢ LNG、石炭及び原油+次世代エネ
ルギー水素、アンモニア等

➢ 次世代燃料の製造コスト、輸送

コスト

◼ 年度別の主要国の将来の電源構成、
次世代技術の普及量

➢ 米国、中国、ドイツ、フランス等

◼ 既存＆次世代インフラ（再エネ、水素等）の投資等に係る中長期戦略

◼ 技術開発目標検討、必要政策経費（B/C）検討等

◼ 年度別の日本の電源構成

◼ 年度別、地域別の次世代技術の

普及量

（各種再エネ、FCV、蓄電池等）

◼ 電力系統の混雑度合い、必要増強量

◼ エネルギー自給率等

主要地域（30地域）を分析 日本351地点における詳細分析

2019年から
コンサルティングサービスを開始

2022年から
コンサルティングサービスを開始

モデル単独で“いつ”、”どの技術”、”どの国（地域）”、”どの程度”投資すべきか、定
量的な分析が可能2つのモデルをつなげることで、グローバル～日本のバリューチェーン

検討まで分析が可能

図3：保有する2つのシミュレーションツールの概要

Global Model National Model

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2021/044/044_008.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2022/050/050_006.pdf


ソリューション提供事例

◼ 日本国内における将来像の検討・事業戦略
支援【図4～7】

➢ カーボンニュートラルにおける不確実性の高

い要素として、化石燃料価格、原子力の
再稼働、CCS有無等、様々なシナリオにつ
いて、将来の電源構成や発電コストだけ

なく、地域別にどの技術がどの程度導入

されているか分析することで、シミュレーショ

ン結果を活用した経営計画の見直しや、

電気事業（発電計画、小売り戦略）、

ガス事業等エネルギーに係る様々な事業

計画を支援している。シミュレーション結果

を活用したソリューション実績は以下の通
り

• 経営戦略（外部環境分析、長期ビ

ジョン・戦略の策定、エネルギー調達
戦略の策定）

• 事業戦略（事業性評価、実施地
域の選定、アクションプランの策定）

• 政策検討（再エネ、系統増強、水
素等の政策支援、B/C検討、地域エ
ネルギー政策）

• 研究開発（コスト目標、技術目標、
市場規模の推計）

図4：2050年CN社会における電源構成の試算例
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図5：2050年CN社会における再エネ発電単価の試算例
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図6：2050年CN社会における地域別蓄電池導入状況の試算例

導
入
量
（G
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）
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率
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4.4

◼ 全地域において蓄電池の導入量が増加する。特に再
エネポテンシャル高い地域では大幅な増加がみられる

合計: 44GW合計: 17GW

35

20

7

2

コスト最小化

ケース

62

再エネ大量導入

ケース

太陽光

陸上風力

洋上風力

単位：TWh

◼ 再エネ大量導入ケースでは、
大量の出力抑制が発生

図7：2050年CN社会における出力抑制量の試算例

再エネ大量導入ケースコスト最小化ケース
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民間消費 政府支出投資 輸出・移出 輸入・移入
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2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100

◼ 国内電力市場の動向予測

➢ 電力自由化、容量市場・需給調整市場
の開設、またCOVID-19やロシアーウクライナ
情勢等により、電力システムは過去数年

で大きく変化しており、将来の見通しが不

透明である。シミュレーションモデルにより算

出された将来におけるエリア別の電源構
成や炭素価格等を基に、2060年までの
30分単位でのスポット市場の予測や非化
石価値を推計する

◼ 国内外におけるエネルギー需給構造分析

➢ 石炭やLNGだけでなく、カーボンニュートラル
燃料である水素・アンモニア等も含めた、

世界の主要国をターゲットにしたエネルギー

需給予測が検討可能なモデルを活用した
サービスを推進している

➢ どの国からどのカーボンニュートラル燃料をど

の程度、どれくらいの価格で輸入すべきか
を分析する

◼ 気候変動による経済影響評価【図8】

➢ 気候変動による影響として、例えば、洪

水や高潮等による経済活動への阻害が

想定され、このような気候変動による経済

影響を予測し、防止・軽減する等の対策
（適応策）が必要である

➢ エネルギーモデルと応用一般均衡
（CGE）モデルを組合せ、将来予測され
る経済影響を可視化し、必要な適応策
を提示する

図8：経済影響評価の試算例
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本アセットの問合せ先

Sustainability Unit:

パートナー シニアスペシャリストディレクター シニアマネジャー マネジャー

加藤健太郎 濱崎博 大屋昌士 川村淳貴
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機能概要・特徴

◼ Climate Metricsは、気候変動課題に対して、
企業・政府・自治体のレジリエンスな戦略・政

策立案を支援する、気候変動シナリオプランニ
ング／分析ツールである【図9】

◼ TCFD対応のためのシナリオプランニングや情報
開示は、大手企業では既に一巡している中で、
Climate Metricsは情報開示に係るレポーティン
グの効率化に加え、AIを活用した気候変動シ
ナリオ（1.5／2／4℃）の自動モニタリング
サービスを提供することで、戦略変更の必要性
を継続的にトラッキングすることができる

◼ 気候変動による経済影響評価【図2.2.1-6】

◼ クライアント自走型のサービスとして、サブスクリ
プション型のサービス提供も予定している

ターゲットとなる主なコンサルティングニーズ

◼ 気候変動シナリオプランニング／分析を効果
的・効率的に実施し、TCFD提言における要請
に対応したい

◼ TCFD対応のためのシナリオプランニング・情報
開示について、直近の社会情勢を踏まえ、効

率的かつ継続的にトラッキング可能な戦略変
更を含めた気候変動リスク対応を検討したい

Climate Metrics

図9：Climate Metricsの概要

気候変動シナリオ（1.5/2/4℃）の可視化1

TCFD対応の簡便化2

AIが自動で気候変動に関する情報を収集

気候変動シナリオを随時把握可能

シナリオ分析結果を自動でレポ―テイングし、

業務負担を最小限に気候変動対策が可能

自動でレポートを作成

AIが自動で情報を収集

気候変動リスク・機会を随時把握

政府/自治体/企業は、

気候変動のリスク・機会

を適切に判別でき、レジ

リエンスな政策・戦略の

策定が可能
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2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
0

100%

100%

1.5℃の

世界へ

4℃の

世界へ

ｲﾆｼｱﾁﾌﾞ発足

COP21開催

”サステナブル”な戦略へ

“レジリエント”な事業モデルに

：社会が1.5℃/4℃の世界

に進む確率
※ 2℃にも対応

アセットの構造

◼ 不確実な気候変動シナリオの予測において、

国内外の主要なニュースサイトから

1.5℃/2℃/4℃いずれかを言及しているかを、
人工知能（AI）を活用した自然言語処理に
よって分析し、集約する【図10】

◼ 環境省TCFDガイダンス等の算定方法に基づき、
個社毎のカスタマイズや効率的なシナリオ分析

及び情報開示に係るレポーティングを自動化す
る【図11】

気候変動シナリオを随時把握し、

戦略変更や実行に関する示唆を得ることが可能

図10：気候変動シナリオの可視化アプローチ

国内外の複数のニュースサイトから

AIが自動で気候変動に関する情報を収集
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XXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXX

XXXXXXXXXXXXXXXXXX

XXXX

2℃にポジティブ

（政策として2℃に準拠等）

2℃にネガティブ

（経済を優先等）

2℃

4℃

1.5℃にポジティブ

（政策として1.5℃に準拠等） 1.5℃
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図11：TCFD対応の簡便化アプローチ（全体）

Deloitteが有する豊富な

シナリオ分析の実績・知見を反映

マクロデータからセクター特有な

ミクロデータまで幅広に参照可

過去のシナリオ分析結果 ミクロデータ

Climate Metrics

Database

コンサルタント ご担当者様

クライアント

運輸

エネルギー

食品

セクターごとのデータ

◼ エネルギーミックス

◼ エネルギー価格

◼ 炭素税

過去の豊富な分析結果から、大量のパラメータ（セクター・ミクロ単位）を瞬時に検索可能

アウトプットイメージ

◼ 気候変動シナリオ（1.5/2/4℃）の可視化
リアルタイムな気候変動のトレンドとして、

1.5℃/2℃/4℃シナリオとなる確率（全世界
のニュース記事における気候変動に関する世論
の分析結果）【図12】

◼ 弊社のTCFDコンサルティングナレッジを反映し、
大量のパラメータ（セクター・ミクロ単位）を瞬

時に検索可能なシナリオプランニング及び情報
開示レポートの自動作成【図13】

図12：気候変動シナリオの可視化アウトプットイメージ（2023/4 時点）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

1_5_deg 2_0_deg 4_0_deg1.5DS 2DS 4DS

※ 2023年のデータについては、2023/4/17時点の週次データの平均値

他方で、直近では2℃の世界が主流となり、

概ね4℃は回避された状態に

ウクライナ情勢等により、脱炭素

に陰りが見え、4℃の確率が上昇

シナリオの確率（％）
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図13： TCFD対応の簡便化アプローチ（詳細）

過去の

分析結

果

データセット

マクロ

ミクロ

World Energy Outlook

（WEO）2020、2021、2022

◼ 毎年秋口に発行する、エネルギー需給の

報告書

◼ World Energy Outlookでは、中・長期

にわたるエネルギー市場の予測を記載

Energy Technology Perspectives（ETP)

◼ エネルギー技術のイノベーションのプロセスを

記載

◼ クリーンエネルギー技術の拡大と加速の機

会と課題に焦点を当てている

◼ 過去のシナリオ分析で用いたパラメータにつ

いても随時格納中

◼ 業界/業種ごとのミクロデータ（例：アルミ

等の普及量・・・）

約10,000個を超えるパラメータを検索可能

Climate Metrics

Climate Metrics Database

本アセットの問合せ先

Sustainability Unit:

パートナー シニアマネジャー

丹羽弘善 前木和

ソリューション提供事例

◼ TCFDシナリオ分析支援
環境省におけるTCFDガイダンス策定の実績を
踏まえた、本アセットの活用及び弊社の豊富
な知見を有するコンサルタントがTCFDが要請す
る気候変動シナリオ分析を支援

◼ 気候シナリオ／脱炭素経営診断・査定等の
伴走支援

気候変動シナリオの現在値の可視化から、気

候シナリオを把握した戦略の妥当性診断、脱

炭素経営の高度化（ネクストアクションの提

示）、気候変動関連の最新パラメータの提供
等を伴走型で支援

図14：TCFD対応アウトプットイメージ
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Napier

図15：Napierを活用することによるメリット機能概要・特徴

◼ グローバルベースで上場・未上場企業の主要な

技術領域に関する特許・財務・出資データ等
を瞬時に収集・解析する

◼ クライアントの戦略検討領域において、データ

分析・可視化に伴う属人的なデータ見落としリ

スクの軽減や、作業時間の大幅な削減に向け
た取り組みを支援する【図15】

適合する主なコンサルティングニーズ

◼ 将来予測の困難な時代において、CNへの事
業転換を図る企業にとって、複雑に変化する
市場動向を常に正確に把握したい

◼ SDGsの経営アジェンダ化とSmart Xの進展で業
界横断的なR&D戦略に加え、未上場企業へ
の投資急増・資本提携の積極活用が行われ
ており、その全容を把握したい

◼ 上記に対応するために、膨大な量のデータと

様々な公開データを組合せて解析し、事業戦
略を策定したい

アセットの構造

◼ 各領域のGlobal Data Service会社と提携し、
デロイト独自のアルゴリズムで解析・データチェー
ン化し、企業間で異なる投資・IP情報を連結
化することで、企業間の比較を実現

◼ 主なインプットデータは以下の通り。データは毎
月更新（2023年2月時点）
・特許・技術情報：160万件超
・企業・財務情報：約435万社
・投資情報：約848万件 【図16】

図16：Napierの構造

従来、市場動向を正確に把握するには、点

在する情報を拾い集め、ヒトの頭脳等で繋ぎ

合わせていました

必要な情報は常時アップデートする必要があ

るため、事実上、ヒトの力だけでは処理しきれ

ない状態でした

さらに、せっかく時間をかけて集めた情報も、そ

の間にアップデート（状況変化）してしまうと、

分析作業は一からやり直し

また、情報収集や分析能力は個人のスキルに

依存するため、データ間の関係性の見落としや

導き出される結論に個人差やバイアスが生じ

る可能性がありました

グローバルベースで上場・未上場企業の主

要な技術領域に関する特許・財務・出資

データ等を瞬時に収集・解析できるようにな

ります

月次ベースで膨大なデータの更新と再解析

を行うため、ヒトは、この手の作業に労力

（時間）を費やす必要がなくなります

データ・情報の追加や更新がなされた場合

においても、再解析され、関連するデータが

瞬時に更新されます

データ分析および可視化を行う事で属人

的なデータ見落としリスクが軽減され、「作

業時間」を大幅に削減でき、意思決定に

必要なデータ解釈や示唆出しにより多くの

時間を割けるようになります

見るべき範囲見えている

範囲

現状

A業界

B業界

C業界

D業界

Napier

M&Aデータ
出資データ

財務データ
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データ

市場データ

1. 財務、M&A、出資データ、市場データ (Factset) 2. 特許データ (Clarivate)

Derwent World Patents Index

独自編集による特許抄録を収録した、特許抄録の最も包括的でグローバル

なコレクション

Deloitteにて名寄せ、クラスタリング、スコア計算、連結化を行う事により、

異なる公開データ群を企業間比較できるデータチェーン化により企業間比較

を容易にするデータ・分析基盤の提供

*PJベースでのご利用となります

3. データの独自性

Napier

財務データ

投資データ

M&Aデータ

特許データ

株主構成

名寄せ、クラスリング、

スコア計算

データチェーン化

データ更新

分析

可視化

データDL

高度分析*

Best Data 
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Could based Market 
Data Delivery 2023
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Side Technology 
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Solutions
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図17：IPテーマ別分析

アウトプットイメージ

◼ テーマ別IP分析【図17】

➢ テーマ別にIPデータをスコアリングすることで、
特定テーマにおける企業間比較を実現

◼ 非上場企業探索【図18】

➢ 出資データをキーワード検索することにより、
スタートアップ企業の探索が可能

◼ 個別企業分析【図19】

➢ 特定企業のIPスコア情報、出資、M&A、財
務・非財務データを表示

図18：非上場企業探索

図19：個別企業分析
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パートナー ディレクター マネジャー

吉岡孝師 長嶋規博 西郷昌徳

ソリューション提供事例

◼ 新規事業の仮説立案・検証

➢ バリューチェーンにおける競合の投資注力

ポイントを特定、当該会社の戦略の見
直しを実施

◼ 買収後の事業戦略検討

➢ 競合企業のマイノリティ出資内の高出
資企業を分析し、技術的ブレークスルー

を有する次世代企業を発見、戦略の
見直しを実施

◼ 新規事業に必要な技術を有するスタートアップ
探索

◼ 海外主要企業の次世代エネルギーの事業戦
略分析

本アセットの問合せ先

Strategy Analytics M&A Division:
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電力経済性分析ソリューション

図20：電力経済性分析ソリューションのモデル構造

機能概要・特徴

◼ 対象マーケットの市場分析モデル（需給バラン

ス分析モデル、メリットオーダー分析モデル、収
益性分析モデル）を実装しており、10電力管
内における2050年までの需給バランスや電力
価格、特定の発電所における将来のキャッシュ
フローを予測する

適合する主なコンサルティングニーズ

◼ 電力事業者：投資対象発電所の収益見通

しを踏まえ、再エネ市場への事業展開を狙った
投資戦略を立案したい

◼ エネルギー事業者（ガス・石油会社・商社

等）：余剰電力を活用した新事業を検討し

ており、必要な電力料金、コスト、収益性を分
析したい

アセットの構造

◼ エリア別需給バランス分析、エリア別メリット
オーダー分析、発電所毎の収益性分析の3つ
の分析モデルにより構成される【図20】

アウトプットイメージ

◼ 日本の各電力管内における2050 年までの電
力需給予測【図21】

◼ 発電コストを予測して投資対象の競争力分析
【図22】

◼ 投資対象発電所の将来のキャッシュフロー予
測、M&A成立後の KPI 管理【図23】

ソリューション提供事例

◼ 苫東マイクログリッド構築FS

➢ 北海道エリアの需給バランス分析モデル

で、苫東マイクログリッド内の24時間

365日の電力需給をシミュレーション｜

需給調整の検討に活用した

➢ 詳細リンク：CCUS FRONTLINE 苫東

GXHUB構想：特別鼎談（前編）｜

エネルギー｜デロイト トーマツ グループ｜

Deloitte

◼ 苫小牧を拠点とする産業間連携調査

➢ 2050 年における北海道エリアの需給バ

ランス分析から苫小牧における1 日の電

力需給をシミュレーション｜どの時間帯

にどの程度の電力が余剰不足するのか

を特定し、シナリオ検討のインプットとし

た新規事業に必要な技術を有するス

タートアップ探索

➢ 詳細リンク：苫小牧における産業間連

携を活用したカーボンリサイクルシナリオ

を提示｜ニュースリリース｜デロイト トー

マツ グループ｜Deloitte

分析モデル 活用シーン 概要

◼ 成長が見込める市場・電源種別を評価し、どのエリアでどの電源を持つか、というポートフォリオ戦略
の策定をサポート

◼ 対象発電所における毎年の出力抑制量も当該モデルによって、シミュレーション可能

◼ 国内の各電力管内において、将来に渡って競争力がある投資対象発電所の特定をサポート

◼ 各電力管内における卸売電力価格も当該モデルによって、シミュレーション可能

◼ 投資対象発電所の将来のキャッシュフローをシミュレーションし、収益予測によるDDの実施、M&Aの
実行をサポート

◼ 売電価格の予実管理により、M&A成立後のKPI管理に活用することも可能

メリットオーダー

分析モデル

B

収益性

分析モデル

C

ポートフォリオ戦略

の策定

競争力のある

投資対象発電所

の特定

M&A成立後の
KPI管理

投資対象発電所

の将来の収益を予測

需給バランス

分析モデル

A 日本の各電力管内における2050年までの電力需給を予測

発電コストを予測して投資対象の競争力を分析

投資対象発電所の将来のキャッシュフローを予測
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図21：日本の各電力管内における2040年までの電力需給予測

年別

全国 東北 北陸 東京 中部 関西 中国 四国 九州 沖縄

-40

-20

60

0

20

100

80

40

120

140

水素・アンモニア

需要 火力（ガス）

太陽光

風力 地熱

バイオマス 水力

揚水

火力（石炭） 蓄電池

火力（石油）

原子力

連系線

電
力
量
（

TW
h
）

2019 2030 2040 2050

図22：投資対象の競争力分析（メリットオーダー分析）
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2025 2030 2035 2040 2045 2050

図23：将来のキャッシュフロー予測
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売手

Renewable Energy Platform

図24：Renewable Energy Platformの提供サービス

機能概要・特徴

◼ 太陽光発電所の所有または再エネ電力の調

達、今後の企業の再エネ投資の検討を具体

的な発電所アセットをもとに検討できるようにす

るため、再エネ案件をプラットフォーム上でデータ

ベース化し、「①再エネアセットの購入意向のあ

る事業者」及び「②再エネ電源調達の意向の

ある需要家」をプラットフォーム上で適切なア
セットと結び付け売買/電力調達の支援を行う
【図24】

適合する主なコンサルティングニーズ

◼ FIT発電所の売買・出資参画

➢ 稼働済みのFIT発電所を手放したい｜
FITセカンダリー案件を買収したい｜買
手を探しているがなかなか売却につなが

らない｜太陽光事業に一部出資して

発電事業に参画したい｜所有発電所

が増えて来たため一部を売却してポート
フォリオを見直したい

◼ PPA・FIP・FIT特定卸供給による電力売買

➢ 非FITでPPAによる売電をしたい｜RE100
に向けて再エネ電力を調達したい｜相

対で再エネ売電したいが相手先が見つ
からない｜FIT売電しているがさらに価値
を売って収益向上させたい｜FIPの売電
先を検討したいがどのようにしたら良いか
分からない

◼ FIT発電所の卒FIT時の電力売買

➢ FIT売電中だが卒FIT後の検討ができて
いない｜将来、卒FITの大規模電力を
調達したい｜卒FIT時の売電先を確保
して適切な維持管理投資をしたい｜卒
FIT売電を今のうちから検討し自社の再
エネ活用戦略を策定したい｜再エネ電
力奪い合いになる前に、卒FITを見据え
て確保しておきたい

FIT発電所の
卒FIT時の電力売買

PPA・FIP・FIT特定卸供給
による電力売買

◼ FITセカンダリー案件を
買収したい

◼ 太陽光発電所の一部

出資して、発電事業に
参画したい

◼ RE100に向けて再エネ
電力を調達したい

◼ 需要家にPPAで再エ
ネ供給したい

◼ 将来的に卒FITの大規
模電力を調達したい

◼ 再エネ電力調達の競

合が増えて奪い合いに
なる前に、卒FITを見据
えて電力を確保してお
きたい

◼ 稼働済みのFIT発電所を手
放したい

◼ 買手を探しているが売却先
が決まらない

◼ 所有発電所が増えたため
ポートフォリオを整理したい

◼ 非FITでPPAによる売電を
したい

◼ 再エネ電力を販売したい
が相手が見つからない

◼ FIT売電に加えて特定卸
供給による収益を得たい

◼ FIT期間中に卒FIT後
の検討を行いたい

◼ 卒FIT時の売電先を確
保して、適切な維持
管理投資をしたい

◼ 自社の再エネ活用戦
略を策定したい

買手

FIT発電所の
売買・出資参画
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検
索
可
能
項
目

アセットの構造

◼ 事業者情報（合同会社名、事業者名、代

表者名、本社住所等）や買い手の情報（希

望する契約期間・売電金額・契約時期）、

売り手の設備情報（発電所名、住所、容量、

認定日、運転開始日、メーカー、施工事業

者）を集約し、プラットフォーム上で閲覧可能
にする【図25】

アウトプットイメージ

◼ 全国の売買・電力取引案件をMAP上で見え
る化【図26】

◼ 希望取引形態・発電出力・FIT単価・エリアな
どで情報を絞り込み、希望に沿う案件の表示

◼ 個別発電所の基礎情報の表示

◼ 事業性評価・追加情報取得

（有償サービス）【図27】

図25：案件詳細の公開内容

一般公開（※は必須登録項目） 追加情報

◼ 発電所名※

◼ 希望取引形態※

➢ 案件売却

• 希望売却金額/希望出資金額

• 希望売却時期/希望譲渡時期※

➢ 電力供給※

• PPA/FIPによる電力供給

• FIT特定卸供給による電力供給

• FIT発電所の卒FIT後のPPA

◼ 発電所写真※

◼ 発電事業者名※

◼ 代表者名※

◼ 本社所在地※

◼ 事業者名（個社名）

◼ 発電所代表住所※

◼ 緯度経度

◼ 設置形態※

➢ 屋根/地上

◼ PCS出力※

◼ パネル容量※

◼ 年間発電量

◼ FIT認定日・FIT ID

◼ 売電単価※

◼ 事業ステージ※

➢ 建設前/建設中/運転開始済

◼ 運転開始時期

◼ 売電先

◼ 出力制御

➢ 対象、対象外

◼ 制御方法

➢ 自動制御、手動制御、固定スケジュー
ル

◼ パネルメーカー

◼ PCSメーカー※

◼ 施工事業者※

◼ O&M事業者※

◼ 出資者

◼ 発電所立地

◼ 接続費

◼ パネル費用

◼ PCS費用

◼ 架台費用

◼ その他設備費用

◼ 造成・据付工事費用

◼ その他費用

◼ 土地等賃借料（借地の場合）

◼ 保険料

◼ 保守メンテナンス費用（O＆M費用）

◼ 税金（固定資産税、所得税など）

◼ O&M切替可否

◼ 保険事業者の切替可否

◼ 事故報告の有無

◼ その他発電機特有の事項

（売買時の要引継事項）

必須登録項目以外は任意登録項目となるため、案件によっては情報を確認できない可能性がござ
います

売主様事情により、案件によっては情報を確認
できない可能性がございます

図26：MAP上での表示イメージ

エリア

詳細表示

案件

詳細表示

◼ 都道府県

◼ 希望取引形態

➢ 案件売却/電力供給
◼ 電力会社エリア

◼ 発電事業ステージ

➢ 建設前/建設中/運転開始済

◼ 容量（kW）
◼ 設置形態

➢ 屋根/地上
◼ 買取単価（円/kWh）
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図27：利用料金等

登録料金
その他料金

月額（税別） 年額（税別）

売手 無料 無料 ―

買手 10万円 100万円
追加情報取得：20万円 /件

事業性評価等：都度見積り ※下記参照

￥

事業性評価の範囲や内容は、ご希望の内容や予算に合わせて、都度ご相談させて頂きます

事業性評価項目（例）

◼ 法務

➢ 土地契約や事業に関連する各種契約から、事業リスク等の評価
をおこないます

※部分的に弁護士事務所との直接の契約が必要です

◼ 事業性評価

➢ パターン1： CF等の前提条件正しさの確認や不足項目の確認、
レビューをおこないます

➢ パターン2：売買金額査定・妥当性検証・感度分析などをおこな
います

◼ その他リスクファクターチェック

➢ 上記以外でのリスク要因の洗い出し（林地開発等に伴う周辺同
意、低当・農地等の土地状況確認など）

◼ 関係者与信調査

➢ 事業主体や地権者、関連事業者等の与信調査をおこない
ます

※個別深掘り調査ではなく、帝国データバンク等を活用した
簡易的な調査となります

◼ 技術DD
➢ 設計・許認可・施工状況の確認やパネル劣化等の評価をお

こないます

※当社以外の外部企業との連携が必要になりますので、実
施可否は都度ご相談させて頂きます

本アセットの問合せ先

Power Utilities & Renewables Unit

シニアマネジャー

山田圭介
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◼ GHG排出量管理(Scope3算定、CFP算定等)
に求められる基本機能を実装

◼ 日系企業のオペレーションを鑑みた過不足な
い機能

➢ 各種一次/二次データ集計機能

➢ レポート&インサイト

➢ 削減支援シミュレーション…etc.

◼ 非財務管理領域における国際ルール・標準変
更への対応

◼ 財務管理領域同様の個社要件への対応

GHG排出量可視化/管理プラットフォーム

図28：GHG排出量可視化/管理プラットフォームの特徴

◼ 目的に応じた様々なGHG排出量算定のケー
パビリティを保持

◼ 日本市場における業界別のGHG排出量管
理のルールやトレンドを抑えたロジック・仕様
を提供

◼ (ルール・トレンド変更時の)中長期的なウェイ
ストボックス社による最適算定ロジック改訂

◼ 非財務管理領域におけるデジタルソリューショ
ン活用の必要性

◼ 非財務管理領域における国際ルール・標準変
更への対応柔軟性担保

◼ 財務管理領域同様の個社要件への対応柔
軟性担保

◼ 他領域で活用しているプラットフォームの有効
活用

基本機能と要件拡張対応 包括的な環境負荷・CO2排出量把握 デジタルプラットフォームとしての柔軟性

財務・非財務含めた多数の戦略策定~

BPRならびにシステム導入実績/

広範な専門性とネットワーク

50社を超えるサプライチェーンのCO2算定支援の

実績100件以上の環境価値創出の実績500件

以上の環境価値取引支援の実績

あらゆる業務領域をカバーできる「拡張性」様々

なロジックを開発できる「柔軟性」Excel同等で

簡単な「メンテナンス性」

機能概要・特徴

◼ GHG排出（Scope1/2/3）に係るデータ収集・
算定および外部開示ルールに基づくレポート化

をデジタルプラットフォームを活用して自動化し、
GHG削減のPDCAを支援する

◼ WasteBox社・ Anaplan社と協働により、事業
者単位・製品単位、Scope 1・2・3の全ての領
域に対して、データ収集・算定・可視化までの
一連の機能を具備している【図28】

ターゲットとなる主なコンサルティングニーズ

◼ 従来の自社や製品における直接排出量だけ

でなく、サプライチェーン全体における間接排出
量を算定したいが、GHG排出の報告には、多く
の関係者から様々なデータを集める必要があり、

収集や確認作業の繰り返しが膨大に発生して
いる

◼ 算定結果をいかに分析・評価すべきか不明瞭

で、開示ルールに足る情報が漏れなく揃ってい
るか検証したい

◼ 排出量の算定・可視化まではできたが、シナリ

オ分析やシミュレーションを通じて削減アクション

の導出および対外的な削減努力の開示をした
い【図29】
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制度

対応

国内外法規制・制度

変更に柔軟に対応

法規制が変わったことで従来より細かい粒度

での排出量算定が求められ、開示要求を満

たさなくなってしまった

当該ソリューションはデータ管理・算定ロジッ

ク・レポーティングまで柔軟にカスタマイズできる

ため、新たな規制に合わせて改良できます

想定される困り事 当該ソリューションの対応策

業務

効率化

社内外データ連携・

管理を

システムサポート

算定に必要なデータが膨大なため収集・登録

するだけで大変で、どうしてもマニュアル登録ミ

スなどが頻発してしまう

元データからシステム登録可能な形式に正規

化する仕組みを追加することで、システム登

録を自動化することができます

脱炭素

貢献

企業の実態に応じた

複雑ロジックに柔軟

に対応

事業特性上、事業部間での内販が多く、排

出量を重複計上しないように算定するためマ

ニュアルでのデータ加工が発生している

企業特有のロジックもカスタマイズ対応が可

能なため、ソリューションにロジックを組込み、

自動化することができます

削減貢献を見据えた

各種シミュレーション

排出量の可視化まではできたが、主目的で

ある排出量の削減に向けて何をどのように見

たらいいのか分からない

標準で削減に向けた主要分析指標を具備し

ており、原因分析、アクション導出、それに伴

う効果シミュレーションを行うことできます

図29：想定されるニーズと対応策



凡例:
Anaplan以外の

システム

サプライヤ

1次データ管理

GHG排出量算定エンジン
GHG排出量
レポーティング

・シミュレーション

他社GHG
可視化

アプリ

取引先

システム

・帳票

2次データ管理

データ精度確認

・異常値検知

算出パラメータ

登録

排出原単位

DB

その他

ESG関連
データ

外部

システム

・帳票

サプライヤ(上流) 取引先(下流)自社システム

その他外部

ステークホルダー

算定

結果

算定

結果

• Scope1,2,3算定
結果

(事業者単位,製
品単位)

• 削減施策効果シ

ミュレーション等

• Scope1,2,3の算定 (事業者単位,製品単
位)

• 各種データ、算定ロジックの一元管理・更

新等

基本マスタ (製品マスタ/BOM等)

製造/廃棄実績・取引実績等

基幹システム

・MDM等

ESGデータ管理

社内外データ連携・管理をシステムサポート

煩雑なデータ取込・管理に対して正規化・自動化を

システムがサポート

企業の実態に応じた複雑ロジックに柔軟に対応

企業の実態や個別要件に合わせて算定ロジックを

カスタマイズ可能

国内外法規制・制度変更に柔軟に対応

法規制・制度変更に追従するよう

継続的にカスタマイズ可能

削減貢献を見据えた各種シミュレーション

可視化だけでなく削減を見据えた

分析・シミュレーション機能を具備

原単位

2次データ

サプライヤー

排出量情報

燃料・電力

使用量等

算定

結果
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アセットの構造

◼ クライアント基幹システム（基本マスタ (製品マ
スタ/BOM等)、製造/廃棄実績・取引実績
等）や排出原単位データ（2次データ）、サプ
ライヤ排出データ、燃料・電力使用データ等を
取り込み、データ管理正規化・自動化を行い、

各種データの入力から排出量の可視化・分
析・シミュレーションまでAnaplan上で一元的に
管理する【図30】

アウトプットイメージ 【図31】
◼ 事業・製品別のGHG 排出量・削減状況のモ

ニタリング・分析

◼ GHG 削減シナリオ作成、シナリオに基づくGHG
削減シミュレーション

◼ 社内外向けの報告レポート作成

図30：GHG排出量管理機能の全体像

図31：提供するアウトプットイメージ

© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.7

算定された排出量はスコープ別に分解して確認できます

スコープ別概況

事業者算定 製品算定 データ登録・確認

© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.5

登録されたデータに基づいて計算されたGHG排出量を全社概況として確認できます

排出量概況

事業者算定 製品算定 データ登録・確認

© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.6

基準年度と比較した増減要因分析や各拠点別の排出量概況を確認できます

要因分析・拠点別排出量概況

事業者算定 製品算定 データ登録・確認

© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.16

スコープ3に含まれるすべてのカテゴリに対応しており、各カテゴリの詳細分析にドリルダウンすることができます

排出量分析 (Scope3/カテゴリ別分析)

事業者算定 製品算定 データ登録・確認

本アセットの問合せ先

Emerging Solutions & Incubations Unit

パートナー

伊藤郁太

https://www.anaplan.com/
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